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【論文要旨】
本論文においては，国民民主党期における三木武夫の政治活動を検討した。
1949年 1 月の総選挙で国民協同党が敗れたことを受け，三木は新党結成による中道勢力の建て
直しを図った。当初は民主党と小会派のほか，社会党右派を含めた新党結成を模索したが実現でき
なかった。最終的には民主党と国民協同党を中心として1950年 4 月に国民民主党が結成されるに
留まった。
国民民主党が結成された段階で，政界における大きな争点となっていた講和問題と安全保障問題
について，三木は全面講和，国連に依拠した安全保障が望ましいと考えていた。しかし，国民民主
党が単独講和の立場を取ると，三木もそれに同調した。併せて，単独講和によって国連への加盟が
困難になると，日米安全保障条約に賛成していった。
【キーワード】 三木武夫，国民民主党，吉田茂内閣，サンフランシスコ平和条約，日米安全保障条
約
はじめに
三木武夫は1937年の総選挙で初当選を果たし，戦中に実施された翼賛選挙でも翼賛政治体制協
議会の推薦を得られなかったにもかかわらず当選した。占領期においては，当初は新党結成を目指
したものの頓挫し，協同主義を党是とする政党に属した。1947年 3 月の国民協同党結成にあたっ
ては書記長として同党のトップに立ち，4 月の総選挙後に片山哲内閣が成立すると逓信大臣に就任
した。さらに芦田均内閣の総辞職後には後継の総理大臣の候補にもなっており，占領期において有
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力な政治家になっていった。この期間における三木の政治活動については，すでに別稿において検
討した1。前稿を受け，本稿では第 3 次吉田茂内閣における三木武夫の言動を考察する。
この時期の三木武夫の先行研究としては，竹中佳彦の研究が重要である2。竹中は三木と芦田均
を対比し，中道政治の形成と崩壊過程を明らかにした。また三木が属した国民民主党については，
宮崎隆次，御厨貴，竹中佳彦，西住徹，小宮京の研究がある3。宮崎は国民民主党の結成について
戦後派の台頭と協同主義の主張が薄まったと指摘している。御厨は芦田均を中心に第二保守党を，
竹中は協同主義政党の変遷を，西住は民主党の連立派に属した北村徳太郎をそれぞれ研究するなか
で国民民主党の結成を扱っている。また小宮は政党組織に主眼を置いて同党を検証している。これ
らの研究により第二保守党と位置づけられる政党に関する研究は深まった。
本稿ではこれらの研究成果を踏まえつつ，この時期における三木の言動を検証する。その言動は
必ずしも一貫しているわけではなく，変容している。先行研究ではこの点について明らかにされて
いない。いかなる要因が三木の言動に影響を与えたのかを，国民民主党時代に三木が参加した座談
会や新聞・雑誌などに発表した論文を用いて検証する。
具体的な検討課題は，第 1 に，国民民主党が結成されるまでの経緯である。同党は，民主党の
連立派と国民協同党により成立した政党である。新党結成では，新党を結成しようとする各勢力の
思惑が絡み合い，その交渉が難航するのが一般的である。国民民主党も然りであった。交渉におけ
る争点と結果を検証する。また三木は新党問題をどのように考え，いかなる対応をとったのかにつ
いても考察する。これによって，三木をはじめとする国民協同党の側から新党問題を検討すること
になろう。
第 2 に，講和問題と日本の安全保障について三木がどのような考えを抱いていたのかを検討す
る。国民民主党という野党にあって，三木はこれらの問題をどのように認識し，主張したのか。併
せて，サンフランシスコ講和条約と日米安全保障条約に対する三木の対応も見ていく。講和会議の
開催が近づくと，講和の形式と日本の安全保障のあり方が政界における主要な争点となった。単独
講和と日米安全保障条約による安全保障を選択した吉田茂内閣に，三木はいかに対応したのかを明
らかにする。この時期の講和と安全保障に関する三木の考えについては，すでに竹中佳彦により検
証されている。本稿では竹中の研究を踏まえつつ，当時の三木の論説や講演から再検討したい。
. 国民民主党の結成
1948年10月に内閣を組織した吉田茂首相は，早期に衆議院を解散する意向だった。総選挙を実
施して少数与党を脱却しようとの判断からである。しかし，かつての中道政権への批判の高まりか
ら総選挙での勝利が望めない野党は解散の先延ばしをはかり，総司令部の民政局（GS）も吉田に
批判的で野党を支持していたことから，吉田は解散を封じられていた。吉田が衆議院を解散できた
のは，国家公務員法の改正や公務員の新給与体系による追加予算が成立した後の1948年12月23日
であり，次期総選挙は1949年 1 月23日に実施されることになった。
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この総選挙における三木の政見を確認する4。その最も顕著な主張は，三大政党制を訴えた点に
あろう。三木は，理想を持つ一方で現実を無視するべきでないとして，国民の政治的意志を保守と
革新に二分する不当性を指摘する。その上で，現実的な中央政党を中心とする三大政党に政界を再
編するべきだというのである。国協党は中央政党に位置付けられており，三木は中央政党の勢力伸
長による政界再編を目指したのである。こうした中央政党の勢力増大は与党時代からの一貫した主
張である。個別の政策では，経済については，国協党の経済政策との一致を理由に経済安定九原則
に賛意を示し，通貨安定策の確立とインフレの防止を訴える。また，農産物価格や農村課税の根本
的是正，農業経営の零細化防止，中小企業の合理化と能率化の重視など，国協党が勢力拡張の主た
る対象であった農村や中小企業の対策を提示している。さらに，階級を越えた「民族共通の基盤」
として協同の深化，協同組合の自発的努力の助長による農村の自立，中小企業の協同組織化など，
協同主義に基づく政策の実施も打ち出した。総じてこの選挙で三木は，中央政党の勢力増大と協同
主義に基づく政策の実施という，協同民主党以来の持論を展開していったのである。
選挙の結果，民自党が264議席と大きく議席数を伸ばして単独過半数を獲得した。また共産党も
35議席と大幅に躍進した。これに対して中道政権を担った三党は，民主党が90から69，社会党が
111から48，国協党は29から14と，いずれも大幅に議席を減らす惨敗を喫した。とりわけ社会党で
は片山哲，西尾末廣などの大物が落選している。
この結果を三木は以下のように分析する。連立内閣が弱体で，さらに経済面で宣伝されたため
に，国民が何らかの局面打開を期待したことが民自党の勝因である。左右両翼が勝利したものの，
議会における左右対立の激化は必至で，その結果が国民に反省されて再び中央政治が政治の大勢に
なる5。三木は，民自党と共産党という「両極端」による二大政党では議会政治にはならないと認
識していた6。従って，中道政治が復権する可能性は十分にあるとの判断から，中道勢力の結集を
引き続き目指す意向を明らかにしたのである。
全国的に国協党は議席を大幅に減らしたものの，三木本人は徳島県で57,331票を獲得し，三回連
続のトップ当選を果たした。選挙戦のさなかには，三木の得票は 4 万票台に留まるとの観測7 もあ
ったが，この選挙でも 2 位に 1 万 6 千票あまりの差をつけて強さを示した。以下，眞鍋勝（民自，
41,073票），生田和平（民自，32,957票），柏原義則（民自，28,410票），岡田勢一（国協，25,905
票）の 4 名が当選している。
三木の市郡別の得票を見ると，全体的な得票傾向は1947年 4 月に施行された前回の総選挙とほ
ぼ同様といえる。大きな違いとしては，名西郡の票が減少している。戦前の代議士で，名西郡を地
盤とする生田和平が出馬したためである。生田は名西郡で9,900票を獲得した。これは同郡の有効
投票数の53.53を占める票数である。また前回の総選挙では各市郡で有効得票数の10以上を獲
得していたが，この総選挙では美馬郡のみ10をわずかに切った。それでも各市郡で満遍なく票
を得ており，1947年の総選挙から拡げていた全県的な支持を定着させたと評価できる。
総選挙の結果を受け，三木は全党員に向けた声明を発し，敗北の反省と今後の党の方針を次のよ
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うに説明している8。協同主義はいまだ「たゝかひの面」が軽視されており，世人は協同を妥協と
解して「頭から無視してかゝる」傾向がある。また「協同主義の信念」が中道政治の後景に退いて
しまったことが敗因である。党の再建にあたっては「謙虚な反省」が必要だが，国民による協同主
義の理解の深化が期待され，協同主義のもとに国協党が国民生活に溶け込んで活溌な組織運動を展
開することで躍進が見込める。今後農村部への影響力拡大をはかるであろう共産党への対応が「闘
う協同主義」の試金石となるとともに，他党との提携よりも自らの政治理念のために戦い抜くべき
である。つまり，三木は従前よりも戦闘的な姿勢を強調しながら，党勢の拡大を訴えたのである。
しかし，いかに「闘う協同主義」を強調しても，14名の衆議院議員では国協党の議会における
影響力の低下は不可避であった。そのため，三木は他の小政党との提携と新党結成を模索していく。
他の小会派との提携は，芦田内閣が総辞職した後から進められていた。特に国協党が重視してい
た農村組織との関係では，総選挙後，農村組織を支持母体とする各会派の結集をはかった。その結
果，国協党が中心となり，社会革新党，農民新党，公正クラブが参加する新政治協議会（新政協）
が1949年 5 月 9 日に結成された。いずれも単独では交渉団体の資格がなく，「積極的な議会活動を
行う」ために院内会派を結成しなければならなかった9。各党は可能な限り同一政党として行動す
ることも申し合わせている10。
他方，新党結成について，三木は従前も新党や提携を協議していた芦田均と総選挙前から話し合
っている。昭電疑獄で逮捕されていた芦田が保釈されると，三木はすぐに芦田に面会し，「吉田の
存在が政界を攪乱する。早く帰つて来て一処に闘はうではないか」11 と述べ，共闘を呼びかけた。
その後も両者は協議を重ねた。吉田内閣との連立をめぐって民主党が連立派と野党派に分裂した後
の1949年 2 月18日，芦田は◯民主党の連立派と野党派による内紛が解決した後に国協党との新党
問題を協議する，◯社会党との提携は機が熟するのを待つ，と三木に伝えた12。また，4 月に両者
は新党問題を話し合い，三木の「中間勢力を糾合すれば七十名はできる，然し社会党の右派位まで
は政策を持つて行かないとダメだ」との意見に対し，芦田は糾合の必要性には同意しながらも，そ
の時期については異論を述べている13。
以上のように，三木は，新政治協議会に参加する各党と民主野党派による新党を結成し，社会党
右派と提携することを構想していた。さらに社会党右派の新党への引き込みも目指した。つまり，
新政治協議会，民主野党派，社会党右派の団結による中道勢力の結集がこの時期の三木の新党構想
である。占領当初から三木は社会党との連携を重視していた。その後社会党の左右対立が顕在化す
ると，左派には批判的となり，提携の対象から除外していった。選挙で勢力を伸ばした左右勢力へ
の強い対抗意識が表れている。
三木は 7 月 8 日にも，社会党，民主野党派，新政治協議会からなる野党連盟を結成すべきとの
持説を芦田に表明している14。新党結成を明言しなかったものの，すでに民主野党派との合同に積
極的になっていた15。
国協党と民主野党派が合同に向けた協議を開始したのは 9 月下旬である16。ただし，交渉がすぐ
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に本格化したわけではない。新党結成の交渉と併行して，国協党が社会党右派との連携，民主野党
派が民主連立派との一本化をそれぞれ進めていたからである。その動きが行き詰まるなかで，国協
党と民主野党派は新党結成の交渉を本格化させていく。
国協党は12月23日の議員総会で，「新党は純然野党たること」「民主野党派のみに限らず広く院
内外の諸勢力を糾合すること」との方針を決定した17。他方，民主連立派と民主野党派との一本化
交渉も，連立派の一部が野党派に入ることで終結した。これを受け，1950年 1 月26日，両党の幹
部は進歩的国民政党の結成で一致している。三木は党として正式決定ではないと断りつつも，民主
野党派と社会党右派を包含した新党結成を目指すが，社会党右派の同意を得られない場合には民主
野党派との合同に着手すると表明した18。
この後，2 月10日に民自党と民主連立派が合同して自由党が結成された。この自由党の結成とと
もに，2 月に，民主野党派，国協党，新政治協議会が政策協定を成立させると，新党結成の気運が
高まった19。もっとも，この段階でも三木は，自由党が結成された際に，民主野党派が保守第二党
に固執する限り国協党が考えている政界再編性は不可能で，民主野党派が社会党右派と同調する立
場を取る必要あるとの談話20 を発したように，依然として社会党右派との協調を重視していた。し
かし，新党への社会党右派の参加は困難な状況であった。3 月 7 日に芦田均と会談した際，三木は
次のように述べている21。
（一）民主党では新党の形をさけて党勢拡張を国協の線へ伸ばさうとする人があるが，これは
譲れない線であること。
（二）自由党を割るなどゝ考へないで野党勢力を結集してやがて第一党となる腹をきなければ
ならぬ。それが不可能とは思はれない。
（三）新党は一部の Socialist を参加しうるような幅の広いものでなければならぬ，但し現在の
ところ社会党右派との合同は見込がない。
民主党による国民協同党の吸収は不可であること，新党がいずれ第一党となるためには社会党右
派も含めた新党の結成が必要と考えるが，その見込みがないことを明かしている。秋波を送ってい
た社会党右派が新党に参加する見込みがなく，またそもそも民主党が社会主義政党を含めた新党に
消極的だったこと22 から，三木は社会党右派の新党参加を断念する。国協党は社会革新党と農民新
党に新党への参加を打診したが，両党は不参加を決めている23。以後，新党結成の交渉は民主党と
国協党が中心となっていく。
民主党は 3 月12日の党大会で，健全野党の立場を取ることと「進歩的国民勢力の結集をはかる」
ことを決議し，17日に国協党へ正式に申し入れた24。国協党は20日の中央委員会で，3 月 1 日の議
員総会で決められた態度を再確認したうえで，満場一致で新党結成の提案を承認した。1 日の議員
総会で決定された内容は，◯完全野党の立場をとる，◯農村と中小企業などの積極的振興政策と完
全雇用，および社会保障制度の確立に重点を置く，◯協同主義をもとに，進歩的国民政党とする，
◯極右と極左を排した中道政治を主張する，◯新しい党名をつける，などである25。民主党と国協
――
党はそれぞれが交渉委員を選出し，政策綱領，綱領，党則などは順調に決定されていった。
しかし，新党の党名をめぐって交渉は難航する。当時の解説記事26 によると，党名問題の経緯と
その解決は以下の如くであった。民主党内には参議院側を中心に党名変更への強い反対があり，政
策や人事で譲歩する代わりに党名を日本民主党とするよう主張していた。他方，国協党は，新党結
成を推進する三木に対して，船田享二，石田一松，内藤友明などが新党結成に慎重で，党名から協
同を外せば合同に反対する可能性があった。交渉は難航したが，夏の参院選を控え，党名問題での
交渉決裂は参院選にマイナスとの判断から両派が譲歩し，新政治協議会が提案した国民民主党を党
名とすることで一致した。
他方，人事については，最高委員に苫米地義三が就任した。結成に向けた協議のなかで総裁制が
検討されたが，委員会制度が導入されている27。委員会制度の導入は，新党が革新政党と位置づけ
られていたことを意味する。他の委員は，北村徳太郎，鬼丸義斉，桜内辰郎，楢橋渡，三木武夫，
岡田勢一であり，旧民主党から 5 名，旧国協党から 2 名が選ばれた。この委員の比率には両派の
勢力が反映されているといえる。
こうして，4 月28日，衆議院議員67名，参議院議員43名を擁する国民民主党が結成された。党
内は芦田均を中心とする芦田系，北村徳太郎を中心とする「青年将校」というかつて民主党に属し
ていたグループに加え，それに三木武夫を中心とする旧国民協同党系と，衆議院議員のグループか
らは独立し，林屋亀次郎を中心とする参議院議員グループという 4 つの大きなグループに分かれ
た。このうち，「青年将校」と旧国民協同党系は「革新系」と称されるようになる。党内は必ずし
も一枚岩ではなかったが，国民民主党は以後野党として吉田内閣に対峙していくことになる。
. 年の訪米
国民民主党は吉田内閣に批判的な勢力が結集して成立した政党であり，結成当初から吉田内閣に
は対立姿勢であった。国民民主党だけではなく，社会党も吉田内閣には批判的であり，特に経済政
策と講和問題への対応を巡って吉田内閣と非共産野党との対立の図式ができあがっていた。かかる
対立の図式を変化させる契機となったのが1950年 6 月の参議院選挙と朝鮮戦争の勃発である28。
6 月の参院選で国民民主党は躍進を期して46名の候補者を擁立したにもかかわらず，当選者は10
名に留まる惨敗を喫した。第一党の緑風会も議席を大幅に減らしたのに対して，自由党と社会党が
議席数を伸ばした。自由党は非改選と合わせて第一党となったものの，依然として単独過半数には
程遠く，緑風会や国民民主党に対する連携を模索する動きは選挙後も継続されていく。
選挙後，選挙での敗北を受けて国民民主党内には吉田内閣への協力姿勢を示す議員が出始めた。
その中心となったのは野党路線に異議を唱えていた林屋亀次郎や稲垣平太郎などの参議院議員のグ
ループであり，吉田内閣との協調を模索しはじめた。自民連携の動きは，その後も参議院議員グ
ループを中心に，断続的に続いていくことになる。
また，朝鮮戦争後，国民民主党では芦田均がイニシアティブをとり，同党の講和と安全保障問題
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の転換がはかられた。単独講和へ傾倒していきながら，国民民主党は自由党のみならず社会党を含
めた超党派外交の実現を追求していく。
従前からの自民連携の動きに，三木は反発を示しており，「連立には党を割っても反対する」と
して，野党の立場をとり続けるべきだと主張していた29。三木が自民連携に反発する「革新派」と
呼ばれるグループの中心となるのは1950年後半である。三木を中心とする旧国協党グループは，
同様に自由党との連携に批判していた北村徳太郎を中心とするグループと接近し，両者が党内で
「革新派」と呼ばれる左派グループを形成したのである30。
こうしたなかで，三木は1950年 9 月 6 日から約 4 ヶ月にわたる訪米の旅に出た。1935年に遊学
先のロサンゼルスから帰国して以来，15年ぶりのアメリカ訪問である。三木はサンフランシスコ
に入港後，カリフォルニア州内，ロサンゼルス，シアトル，シカゴを経てワシントン入りした。
ロサンゼルスやシアトルには旧知の知己がおり，再会を果たした。三木はアメリカ各地で講演会
を行ったほか，日本語新聞を発行していた新聞社のインタビューにも応じた31。またワシントンに
は約 2 ヶ月間滞在し，「出来るだけ多くの人々に接し日本に対する意見を聞くため体力にものをい
わせて連銀総裁スプルー氏をはじめ陸軍次官ドレイパー氏，ドツジ国務長官顧問や上院議員」と会
談を行った32。ニューヨークにも足を伸ばし，ジョン・フォスター・ダレスとも会見している33。
1951年 1 月 6 日に帰国した三木は，訪米について講演や寄稿，さらには座談会などでその状況
を語った。その内容から，三木が抱いていた主要な国内政治の事柄や国際情勢についての見解が明
らかとなる。
第 1 に，講和問題である。渡米して 1 ヶ月ほど経った時期に，三木は，従来日本人はアメリカ
を完全には信用していなかったために単独講和には消極的だったが，朝鮮戦争への対応でアメリカ
への信用を増しており，アメリカ中心ならば単独講和を支持する機運が高まっていると指摘し
た34。また12月のアレクシス・ジョンソン国務省北東アジア部次長との会談でも，国民民主党は全
面講和を唱えているが必要ならば単独講和は可能との考えを明らかにしている35。
三木は，1949年11月末の段階では全面講和の立場だった。もっとも，単独講和を完全に排除し
ていたわけではなく，国民が全面講和を支持しており，野党各党が足並みを揃えていたことを理由
に全面講和を主張していた36。三木は訪米中に単独講和から全面講和へと考えを変えたのである。
また，講和を締結する時期についても訪米中に変化が見られる。ニューヨークでダレスと会見した
際，三木は「五ヶ年の占領は永すぎる，日本の国民は一日も早く独立を回復したい」と，早期の講
和実現を訴えていた37。しかし，ジョンソンとの会談では朝鮮半島から国連軍が追い出される可能
性があり，朝鮮戦争が解決するまで日本との講和条約締結に向けた動きは差し控えられるべきとの
意見を表明している38。中国「義勇軍」が戦闘に参加して朝鮮戦争の情勢が国連軍にとって厳しい
時期での見解である。講和の締結時期についてはその後早期締結に復しているが，ここでは朝鮮戦
争の展開が三木に影響を与えていることを指摘したい。
第 2 に，日本の安全保障問題である39。三木は日本の防衛について，各国は自国の防衛で手一杯
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であり，いつまでも他力本願は許されず，日本自らの責任で自主的な計画を立てて実施すべきと考
えていた。「各国とも各国自身の防衛で手一ぱいなんだからこれを全部人任せでよろしくではダメ
だ」というのである40。三木は日本の自主防衛が最善と考えていたのである。しかし，三木は日本
の再軍備には慎重であった。日本は財政的に再軍備の実施は不可能であり，国際的にみても「日本
に対して疑いを持つている国が相当ある」からである41。また「平和国家の悲願に立つ憲法」の存
在も，三木が再軍備に慎重だった要因である42。つまり，訪米時に三木が抱いていた防衛問題に関
する基本的な考えは，◯日本は自らの力で防衛にあたるべきであるが，財政上の問題，日本に猜疑
心を持つ国の存在，さらに日本国憲法との問題から，日本が防衛問題について自らイニシアティブ
を取ることは不可能である，◯再軍備は他国から押しつけられてはいけないと同時に，日本が望ん
で進めることもできないというものであった。ただし，三木も再軍備そのものに反対していないこ
とには留意しておく必要がある。
かかる環境下で，いかに日本は防衛問題に対処すべきなのか。三木はその答えを国連への依存に
見出した。国連から権威を与えられることで，危機が生じる前に効果的に自国の防衛を準備できる
との判断からである。国連との連携による日本の防衛には「米国も国連を通じて自由世界の世論を
喚起し重大な軍事力でソ連に対抗し日本の安全を確保しようとしている」との判断が根底に存在し
ていた。無論，国連は脆弱ではあるが，国連を強固な世界平和機構へと発展させる必要があり，そ
の強化に日本が協力すべきだと三木はみていたのである。
三木がいつからこの考えを有するようになったのかは判然としない。ただし，1950年12月のア
レクシス・ジョンソンとの会談のなかで，日本は国連による枠組みの範囲内で自衛にあたると伝
え，警察予備隊も規模が拡大されて装備が備わるならば，外部からの攻撃に対する防衛に活用でき
るかもしれないとの見通しを語っており，訪米の段階でかかる見解を有していたことは相違ない。
こうした三木の安全保障観に対しても，やはり朝鮮戦争が影響していた。「政治は理想をもたな
ければならないが余りにも現実とかけ離れたものであつたら，それは政治ではなく宗教運動」であ
ると述べているように，三木は政治家は理想を持ちつつ現実に対応すべきとの持論を有してい
た43。朝鮮戦争で実際に戦闘が繰り広げられており，三木は日本の防衛問題を考慮しなければなら
ないと判断した。そして，この段階ではその答えを国連との連携による防衛に求めたのである。
折しも，三木の外遊前から国民民主党では三木の訪米の頃から安全保障問題について再検討が加
えられていた。その中心となったのが，国民民主党の全面講和と永世中立に批判的だった芦田均で
あり，芦田は党内の外交政策を徐々に変更させていった。12月 7 日にはいわゆる「芦田意見書」
をマッカーサーや吉田首相に送り，再軍備を目指した国民運動を行うよう提議した。芦田の見解は
国民民主党内で支持を広げていき，同党の講和と安全保障のスタンスを変更させていく44。
三木と芦田では安全保障観が合致していたわけではない。特に再軍備に対する認識を異にしてお
り，三木が前述の理由から再軍備に消極的だったのに対して，芦田は共産主事陣営の脅威に対抗す
るためには日本の再軍備が不可欠と判断していた。かかる違いはあるものの，自主防衛や国連によ
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る集団安全保障など共有している点も多く，三木が芦田の見解を受け入れる下地は存在していた。
とまれ，朝鮮戦争の成り行きと訪米は，三木の講和問題や安全保障問題に多大な影響を与え，三木
の考えを構成する大きな要因となったのである。
第 3 に，公職追放の解除が政界にもたらす影響である。三木の訪米中の1950年10月13日，日本
政府は公職追放となっていた 1 万90名の追放解除を発表した。この時に解除となった政治家は大
久保留次郎，安藤正純，平野力三，鶴見祐輔などである。しかし，鳩山一郎や三木武吉などは依然
として追放されたままであった。
この時の追放解除に対して，三木は追放解除となった人々が日本の自立再建に寄与できると歓迎
の意を表した。しかし，鳩山一郎が依然として追放されており，また解除となった政治家も議員で
はないため，政界には直接影響はないと評価する。その一方で，次期総選挙のあたりから解除され
た政治家が「政界再編成の要素」たりうるとの見通しも明らかにした。このように，三木は，追放
解除について，直ちには政界に影響を与えないが，政界再編の時期が来た際に大きな影響を及ぼす
だろうと結論づけるのである45。
こうして，訪米により三木は講和と安全保障問題に関する見解を固めていった。帰国後，国民民
主党の幹事長となり，同党を牽引していくことになる。
. 国民民主党の対日講和条約と日米安全保障条約への対応
三木がアメリカ滞在から帰国した後の1951年 1 月20日，国民民主党は第 2 回の全国大会を開催
した。この大会ではまず新たな執行部が決定され，幹事長に三木武夫，政調会長には幹事長から横
滑りした千葉三郎，総務会長に櫻内辰郎が新たに就任した。国民民主党結成から三木は最高委員で
はあったものの，党内で影響力を発揮してはいなかった。幹事長就任により，三木は以後の党運営
の中心となっていく。
この全国大会では講和問題と安全保障問題について，◯日本が「平和国家たるの建前」から全面
講和を理想としていたが，内外の情勢から単独講和を実現して占領を終結させて自主権を回復する，
◯講和条約案に日本の希望と意見を反映させるために，共産党を除く政党による超党派外交を展開
する，◯国際連合による安全保障とともに自衛力の強化を図る，などが決定された46。従来，国民
民主党は全面講和を主張するとともに，自由党に社会党を含んだ「超党派外交」の実現を訴えてい
た。単独講和を唱える自由党への「超党派外交」の呼びかけは，自由党に全面講和への転換を求め
ることを意味していた。そのため，自由党はその実現には消極的な姿勢を崩さなかった。そうした
なかで，国民民主党は単独講和を決定しながらも，超党派外交の実現を引き続き訴えた。全面講和
の立場に立つ社会党に単独講和への転換を呼びかけたわけである。
この全国大会の後の23日，自由党と国民民主党の首脳が外交問題について協議すべく会談し
た。自由党による講和問題への協力の要請に，国民民主党は社会党が不参加でも自由党に協力する
と約した。自由党と国民民主党は単独講和の推進で合意したのである。あわせて，社会党にも超党
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派外交への参加を呼びかけることも決めている。
この合意の後の 1 月25日，ダレスが再び来日した。言うまでもなくダレスの主たる交渉相手は
吉田首相であり，講和問題とあわせて特に再軍備問題が協議されている。ダレスと吉田による一連
の会談で日本の再軍備を求めるダレスに対して，アメリカ側が求めるような再軍備は不可能と吉田
が抗したことは先行研究で指摘されている通りである47。
この来日でダレスは吉田だけではなく，国民民主党や社会党の政党，鳩山一郎，石橋湛山といっ
た公職追放中の政治家に加え，昭和天皇とも会見している。ここでは 1 月31日の国民民主党とダ
レスとの会談内容を確認する48。
国民民主党とダレスとの会談では，主に三点が協議されている。第 1 に講和問題である。苫米
地は，自らが昨年来提唱してきた超党派外交が日本政府の消極的な姿勢のために首尾良く行ってお
らず，漸く一週間前に吉田首相が各党による協議を提案してきたと伝え，講和問題では社会党と緑
風会の同意を取り付けることが重要と述べた。また1950年11月14日に発表された講和条約七原則
に基本的には賛成と伝えている。さらに，単独講和を見越して，日本の自由主義陣営への参加が望
ましいと明らかにした。これらに対してダレスは，日本の自由主義陣営への参加は，共産主義陣営
よりも自由主義陣営に属する方がどれほど良いことかをアジアの各国に示す好例となるとして歓迎
した。またダレスは，ソ連の動向に警戒を示すべきとの民主党の考えにも同調している。
第 2 に，安全保障問題である。三木は日本が安全保障面で役割を果たすべきであるが，講和条
約七原則にある「施設」の内容を明確にされたいと述べた。ダレスは七原則中の「施設」は国連憲
章第43条に規定されているもので，ソ連の拒否によって国連憲章で想定されている警察軍の結成
が現状では不可能で，当分の間は国連憲章第43条に基づく集団安全保障に拠るしかないとの見解
を明らかにした。これを受けて三木が日本の再軍備の必要性を，苫米地が日本の軍隊を国外に派遣
する責任の有無を問いただした。苫米地はまた日本がその責任を有するならば，憲法改正を視野に
入れなければならないと附言している。ダレスは日本の速やかな再軍備を望むとした一方で，憲法
問題については巻き込まれたくないとして言及を避けた。
第 3 に領土問題であり，沖縄の問題が中心となって話し合われている。三木は日本はアメリカ
に軍事上必要な権利を与えるが，ソ連が沖縄に関する日本の感情に付け込まないようにする打開策
を見つけることが非常に望ましいとし，苫米地はその打開策があれば後年統治権が日本に戻る際の
手助けとなるだろうとして，将来的な沖縄の返還について言及した。ダレスは日本の主権は本州，
北海道，九州，四国と連合国側が決定する諸小島に限られるとのポツダム宣言の条項を変更する必
要はないとの認識を示した一方で，沖縄の処置の問題は非公開としたいとの希望を伝えた。また千
島列島の問題も話し合われ，民主党は千島の返還を求めるとの立場を明らかにしている。
以上のように，国民民主党は領土問題を除いてほぼ対日講和七原則を承認し，さらに安全保障問
題についても憲法改正を視野に入れた再軍備の可能性に言及した。こうした国民民主党の姿勢にダ
レスは満足していた。吉田茂よりも国民民主党の方が安全保障問題で自らに近い考えを有していた
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からであり，かかる考えを有していた国民民主党にダレスは親近感を抱いたのである49。
国民民主党の首脳部は，4 月にダレスが再来日した際にも会談している。このダレスの来日はマ
ッカーサーの GHQ 最高司令官罷免を受けてのものである。この時もダレスは各党代表と会談して
おり，国民民主党幹部とダレスとの会談は 4 月20日に開かれた50。
この会談では国民民主党から講和条約の草案についての意見が出された。基本的に同党は日本の
主権が承認されている点や賠償が課せられていない点を高く評価するなど，草案を肯定的に受け入
れている。ただ領土に関して異議を唱えており，◯千島列島のソ連への割譲は不服である，◯琉
球，小笠原は日本の主権と認めた上で10年後の返還を求める，と訴えた。また，懸案の安全保障
問題では，国力相応の「国家防衛の装備」の創設は当然であるとして再軍備を志向するとともに，
国連加入を期待して国連による安全保障を希望するが，それまでは集団的安全保障，特に「日米防
衛協定」に基づく安全保障を講ずる，としている。再軍備に積極的な姿勢に加え，日米間の協定に
基づく安全保障も是認するようになったことがわかる。
加えて，国民民主党はダレスに次の 2 点を強調した。まずヤルタ協定を強く否認している。特
にソ連が日ソ中立条約を無視して日本に宣戦布告した点を捉えて非難している。また講和前に求め
る措置として抑留されている日本人の早期送還と，公職追放の解除を要求した。追放されている人
々が日本の国論を統一するにあたって強い影響力を持っており，彼等の追放を解除して「講和に関
する世論をつくることは是非必要」だからである。
こうして，1951年に入り国民民主党は全面講和から単独講和へと転じたのであった。
. 講和会議への全権派遣をめぐる動き
対日講和条約案は1951年 7 月13日に公表された。条約案が公表されると，講和条約を締結する
全権団の派遣をめぐり与党自由党と野党各党との交渉が開始された。吉田は各党からの全権委員派
遣に必ずしも積極的ではなかったが，ダレスから各党の代表が参加する全権団を派遣するよう求め
られており，共産党を除く野党にその参加を求めた。各党との交渉にあたったのは増田甲子七幹事
長であり，増田は21日から各党との交渉を開始した。その交渉において緑風会からは協力に前向
きの回答を得たが，平和三原則の立場から全面講和を主張する社会党は反対した。国民民主党は従
来から超党派外交を訴えていたが，その交渉に応じようとしない自由党側の対応に不満を抱いてい
た。そのため，全権委員の派遣を自由党から打診されても，即座には応じなかった。
国民民主党側では幹事長の三木が増田のカウンターパートとなった51。三木は交渉が始まった段
階で吉田茂が保守合同を模索していることや，講和条約の締結にあたって挙国態勢で臨みたいとい
う意向を広川弘禅総務会長名の文書だけで通達したことに強く反発していた52。また超党派外交に
ついても，三木はダレスに「貴下の著書『戦争か平和』の超党派外交の章には『超党派外交とは，
そのはじめからの経過をともに承知する党派に対してのみ，考えられることだ』との趣旨が書いて
ある。われわれは，講和条約についてほとんど知らされていない。それを，われわれに向かってな
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お，超党派的協力を要請するのはおかしいではないか」という内容の書簡を送り，国民民主党に対
して十分な説明がないままに全権団への参加を求める姿勢を批判していたという53。
それでも23日になって増田に「自民連携のような裏工作をせず，正式機関を通じ，講和問題に
限るなら，話合いに応ずる。全権団は党機関にはかって回答するが，調印前に臨時国会を召集する
ことが先決だろう」という考えを示した54。国民民主党の参議院グループを対象とする連携工作が
たびたび俎上に載せられており，三木はこうした動きに釘を差した上，国会の場で講和条約につい
て説明するよう求めたのである。
国民民主党は25日になり，◯調印前の臨時国会開会，◯民主党が提唱した超党派外交への自由
党の態度の明確化，◯国民民主党の参議院グループに対する与党工作とは別に講和問題のみ協議す
る，という条件を出し，その上で国民民主党は全権への参加問題を決める，という旨を自由党側に
伝達した55。増田は翌26日に重ねて国民民主党に全権委員の派遣を求めた。これに対して三木は臨
時国会を開くまでは決定できないと，増田の要望を重ねて拒絶している。
この両者のやり取りからわかるように，自由党と国民民主党との間では，講和会議に先立って開
会されるべき臨時国会の前後いずれの段階で国民民主党の全権委員が決定されるべきかが争点とな
った。国民民主党が臨時国会を開会し，その議論を踏まえた上で全権委員を出すかを決定する立場
であったのに対して，自由党は早期の決定を求めていた。臨時国会における議論の位置づけが両党
の間で異なっていたのである。
この後も増田と三木は全権問題を協議したが，議論は平行線を辿ったままであった。この膠着状
態から，自由党では国民民主党との協議を打ち切るべきとの声が，また国民民主党からも特に参議
院グループが自由党への協力を訴えるようになっていた。こうした事態もあり，29日から30日に
かけて徹夜で行われた増田と三木の会談で，三木が「増田幹事長，安心してくれ。ただし条件があ
る。国会を開いて決めなければ，国会議員は海外出張ができないんだ。ことに，全権委員を政府か
ら委嘱されて出張するということは，国会に報告しなければいけないんだ。そのことだけはやって
くれよ」と語り，国民民主党からの全権委員派遣を諾したのである56。
ところが31日に増田が全権派遣の内諾を三木から得た旨を吉田に伝えると，吉田は「三木なん
て野郎にだまされるとは，何事だ」と増田を叱りつけ，国民民主党との交渉を打ち切ることを決め
た。吉田は臨時国会開会前の全権決定に固執していたための措置であるとともに，古島一雄が吉田
に国民民主党との交渉打ち切りを助言していたことが背景にあった。増田は吉田の決定に不服で幹
事長を辞するつもりだったが，国民民主党側には吉田の反応を伝えなければならず，三木に，吉田
が承服しないため話が打ち切られる可能性がある，国民民主党が何らかの声明を発表するだろうが
「糸をつなげるようにしておいてくれませんか」と要請し，三木もこれを受け入れた57。31日に出
された国民民主党の声明は「全権派遣にさき立って臨時国会を開くべしとのわが党の主張に対し
て，吉田首相が見解を異にしたことはまことに遺憾である。ここに至っては本問題に関する自由党
との交渉を一切断つ。わが党は自ら首席全権として渡米する吉田首相以下の健闘に期待し，かつ国
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民の要望に応えられんことを望む」58 というもので，自由党が国民民主党の要望を容れるならば交
渉を再開させる余地を残す内容となっている。
しかし，吉田に対して再考を求める声があがり，吉田も「オレも考えが変わったよ。やはり三木
のいうことは本当だ」と翻意した59。8 月 3 日，吉田は池田勇人大蔵大臣，岡崎勝男官房長官，増
田幹事長と講和問題についての自由党の態度を協議し，◯講和条約の正式文書の到着を待ち，8 月
16日から臨時国会を召集する，◯民主党以外の全権団を決めて GHQ に報告する。民主党の委員は
決定した後に追加する，という方針を決めた。この方針では臨時国会開会前に国民民主党が全権派
遣を求めないとされており，自由党が国民民主党の方針を受け入れている。しかし，その一方で吉
田は国民民主党側から臨時国会開会前の全権参加を取り付けるべく工作を行っている。そのルート
は一つが公職追放中の大麻唯男を通じた苫米地との接触であり，今ひとつが保利茂による林屋亀次
郎との交渉である。こうした下交渉を経て，8 月 3 日に吉田と苫米地との会談が実現した。この日
吉田が苫米地邸を訪問し，苫米地の全権参加で合意している。正式決定ではなく，国民民主党は全
権を派遣するかどうかを臨時国会後に決めるという建前を崩さなかったが，吉田・苫米地会談で国
民民主党の全権派遣が事実上決定された。
講和問題を協議する臨時国会は 8 月16日から18日にかけて開催された。野党の代表質問では各
党から講和条約とともに日米安全保障条約についても質疑がなされた。臨時国会の後，国民民主党
は18日に最高委員会と両院議員総会を開催し，講和会議への全権派遣に対する態度を協議した。
最高委員会では全権の派遣に12名が賛成し，反対は三木と北村の 2 名にとどまり，全権派遣が決
定された。自由党の増田幹事長と講和会議への参加問題を連日にわたって協議してきた三木は，
「講和談判は，決してはればれしいものではない。与党ならしかたないが，野党としては，なにも
そんな屈辱的会談に出なくてもいいではないか，と考えたのだが」として全権派遣に反対した60。
もっとも，三木自身が講和会議に参加する意向を有していたとも見られており，どの段階から三木
が講和会議への参加に反対するようになったのかは不明である。
とまれ，国民民主党は講和会議に全権を派遣することを決定した。講和条約への賛成を意味する
が，他方で，日米安全保障条約には反対する立場を堅持している。
講和会議は 9 月 4 日から 8 日までサンフランシスコのオペラハウスで開催された。日本の全権
は吉田茂を首席委員に，池田勇人・星島二郎（自由党），苫米地義三（国民民主党），徳川宗敬（緑
風会），一万田尚登（日本銀行総裁）の 6 名で構成された。吉田は社会党にも全権の派遣を依頼し
たが，社会党は参加しなかった。8 日，講和条約の調印後，吉田は一人で米軍司令部に向かい，日
米安全保障条約に調印した。両条約は国会承認条約のため，全権団が帰国した後，国会で批准をめ
ぐって審議されることになる。
なお，周知のように，中華民国と中華人民共和国はいずれもサンフランシスコ講和会議に招待さ
れなかった。この会議の翌1952年 1 月16日に国民政府を中国と承認するとした「吉田書簡」が公
表された。この「吉田書簡」について，三木は「中国問題について吉田首相が慎重を期さねばなら
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なかった理由は分るが，吉田首相の外交態度が秘密独善であったため内外に不必要な疑惑を招いて
手際がまずかった」としてその手法を批判しながらも，「方針としてはこれより外に仕方あるまい」
として追認している61。これは国民民主党の立場であり，三木は中華人民共和国の存在を認めなけ
ればならないとしつつも，中華民国との講和を選択した吉田に反対することはなかった。
. 講和条約調印後の安全保障観
サンフランシスコ講和条約と日米安全保障条約の調印後，三木は日本の安全保障問題をどのよう
に考えていたのか62。三木は依然として日本の再軍備には慎重であった。日本国憲法が「軍備を予
定した憲法じゃない」ために，再軍備にあたっては憲法改正が必要となるとの判断からである。ま
た日本の経済状況からしても再軍備は不可能であり，「国際的な平和機構の一環」として「日本の
経済力の範囲内で協力するということが限度」と三木は捉えていた。だからといって再軍備のため
の経済力培養には反対で，国民の生活水準を向上させるための発展でなければならないと説く。
日本の再軍備に否定的だった三木は，警察予備隊が名称を変えた形での再軍備にも否定的であ
り，警察予備隊の任務は日本国内の治安に限られるべきで，同隊の海外派兵には「絶対反対」の立
場をとっていた。日本が他国から侵略を受けるならば，警察予備隊も警察も国民も防衛にあたるべ
きであるが，かかる事態を対象として日米安保条約ができているとする。三木は日米安保条約に基
づく集団安全保障によって日本の防衛を図るべきと考えるようになったのである。
すでに見たように，三木は，1950年の段階で国際連合の枠組内での集団安全保障を意図してい
た。しかし，日本が単独講和を選択して自由主義陣営に加入したことでその可能性は低くなったと
判断するに至った。日本の国連加盟は，ソ連の拒否権行使のために困難となるからである。ここに
三木が日米安保条約に賛成した理由がある。日本の国連加盟は困難という現実から，日本の安全保
障は日米安保条約を基幹とする集団安全保障によらざるを得ないと判断したのである。
講和会議後，第12臨時国会が1951年10月10日から11月30日にかけて開会された。中心議題がサ
ンフランシスコ講和条約と日米安全保障条約の批准だったことから，この国会は「講和批准国会」
とも称された。この国会に先立ち，国民民主党は両条約の批准の賛否を決めなければならなかっ
た。両条約のうち，講和条約には賛成の議員がほとんどであり，問題は安保条約の批准に賛成する
か否かであった。党内では安保条約への賛成の空気が強くなっていたが，国会における議論を踏ま
えた上で，党の方針を決めることになった。
講和批准国会が開会すると，三木は10月15日に国民民主党を代表して質問に立ち，吉田に以下
の点について答えるよう求めた63。
第 1 に，吉田が抱く「平和維持に対する確信」である。三木はサンフランシスコから帰国後の
吉田の演説などを聞くと，吉田と国民との間に大きな感覚のずれがあるとし，国民はアジアの不安
定な状況と日米安全保障条約とによって日本が再び戦争に巻き込まれるという不安を感じており，
日米安全保障条約の締結がアジアや世界の平和に貢献できる所以を説明するよう求めた。
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第 2 に，ソ連と中華人民共和国への対策である。三木は，中ソ同盟条約が日米安全保障条約の
一つの根拠と思われ，ソ連と中華人民共和国に日本の真意を伝えることが重要であると判断してお
り，ソ連と中華人民共和国に対する態度を吉田に問うた。さらに三木は，吉田は中国との経済関係
を過小評価しているが，これは吉田が中華人民共和国ではなく，中華民国を承認する意思を有する
からなのかとも尋ねている。
第 3 が「アジア全般に対する政策」である。三木は従来の吉田外交は西ヨーロッパ諸国やアメ
リカに重点を置いており，アジア諸国が無視されていると批判し，日本は欧米のみならずアジア諸
国からも孤立すべきではない，アジアの民族主義の要望に対して日本は理解を示すべきで，日本の
技術と工業力をアジア諸国に提供してアジアの生活水準を高めるための「縁の下の力持ち的役割」
を果たすべきだと述べて，アジア政策に対する吉田の見解を問いただした。
第 4 に，日本国内の基本政策である。三木は吉田内閣には権力政治，金力政治の傾向が出てい
ると指摘する。その顕著な例として「貧乏人は麦を食え」との池田勇人蔵相の言をあげ，吉田内閣
の政策には「一片のヒューマニズムがない」と強く批判した。
以上の自説を展開したうえで，三木は平和条約と日米安全保障条約に関する吉田の見解を質し
た。平和条約関連では，千島や南西諸島といった日本が戦争で獲得した以外の領土は将来日本に返
還されてしかるべきとして，政府の意思を問いただした。また日本の技術や労務を提供する形で賠
償すべきとして労務賠償の実現を訴えた。さらに，平和条約の第 5 条で規定された，日本が国際
連合に対して有する「あらゆる」義務について，その「あらゆる」の内容を尋ねた。
他方，日米安全保障条約関連では安保条約締結の前提となる世界情勢に対する判断と，再軍備と
の関連性を問いただすとした上で，◯日米安全保障条約と非武装を規定する日本国憲法第 9 条と
の関係，◯日米安全保障条約を独立後に締結しなかった理由，◯条約の枠組みが欠如している理由，
◯条約中に米軍の日本防衛義務が明記されず，さらに条約の期限が不明記となっているなど，対等
な国家間の取り決めとしては極めて不完全な点，について説明を求めた。また重要な点が委ねられ
ている行政協定についても，◯米軍が極東の平和のために出動する場合の判定，◯日米合同委員会
の組織，◯基地や駐留兵力の制限，◯米軍軍人の治外法権の設定，◯費用の分担，という諸点に関
する吉田の見解を明らかにするよう求め，いずれも国民の権利義務に関わっており，国会の立法措
置が伴うべきだと主張した64。
三木は，日米安全保障条約と行政協定の持つ問題点，特にその不平等性を列挙した。旧安保条約
締結後に日本が改定を目指した諸点をすでに指摘したのである。
また，三木は安保条約もさることながら，行政協定も重視していた。日米安全保障条約の「生命」
が行政協定の中にあると評価していたためである65。行政協定が国民の権利義務に関する条項を含
み，実質的には憲法第73条にある条約に該当するとして，国会における承認を求めたのである。
この三木の質問に対して吉田は，日本がアジアから孤立しているというのは妄断である，自らの
世界情勢に対する認識に変化はない，行政協定は今後の協定にまつべきもので現段階では何も決ま
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っていない，その他の点は後ほど説明する，などと答弁した。吉田の答弁に不満足だった三木は再
登壇を求めて自らの質問を敷衍したが，吉田から十分な答弁を得られないまま散会となった。
本会議において吉田から満足のいく答弁を得られなかった三木は，25日の「平和条約及び日米
安全保障条約特別委員会」で再度吉田と対峙した。この日の三木は，安全保障条約と行政協定につ
いて，15日の本会議における質問と同内容の事柄を詳細に質問した。三木の質問に吉田が十分な
答弁を行ったとは言いがたい。
実のところ，日米安全保障条約と行政協定に関する三木の質問は，外務省をして「事務当局とし
て議会にたいする答弁ぶりにつきかねて苦慮した諸点にふれるものであ」り，特に行政協定に関す
る吉田首相と三木との応酬は「今日よみかえしてもなお興味を感じさせられるものがある」と評価
させたほどで，日米安全保障条約と行政協定の核心を衝く内容であった66。これらの問題は行政協
定の調印後，再び取り上げられることになる。
委員会後，国民民主党は25日の両院議員総会で両条約の批准への賛成を決定した。決定に先立
ち，党内には三木の質問に対する吉田首相の答弁に反発する議員が存在していた。三木は幹事長と
して17名の反対議員を説得し，賛成へと転換させていった67。
しかし，なお党内には反対の議員がいた。26日の本会議では北村徳太郎と小林運美は欠席して
両条約に反対の意思を示した。また稲葉修は講和条約に白票，安保条約には青票を投じた。さらに
園田直，小林信一，石田一松は両条約に青票を投じた。両条約に反対した三人の議員に，三木は本
会議場から出てくるところで，離党届の提出を求めたという68。
もっとも，三木もこれらの議員について，「日頃良心的な立派な政治家」であり，「個人の良心，
人生観，政治的責任とからまり合う複雑な課題の解決に深刻に悩んだことだろう」と，その行動に
理解を示してはいた。ただ，党議拘束がかかった以上，幹事長として党議に反する行動をとった議
員を厳然と処分せざるをえなかったのである。三木はこの点を「幹事長の苦しさ」と表現してい
る69。
講和条約と安保条約は，衆議院における承認後，参議院でも11月18日に承認された。1952年 4
月28日に発効し，日本は独立を回復したのである。
講和条約と日米安全保障条約の批准に賛成した国民民主党ではあったが，日米安全保障条約に関
連して締結される日米行政協定の問題が残された。吉田首相は調印前で詳細は未定と明確な答弁を
避け続けてきたが，調印されると再び与野党間の争点となった。
日米行政協定が岡崎勝男官房長官とラスク国務長官との間で締結されたのは1952年 2 月28日の
ことである。その前日の27日，与党自由党のみの賛成によって昭和27年度予算案が衆議院で可決
されていた。この予算案には650億円の防衛分担金と560億円の安全保障諸費が含まれており，そ
の内容が開示されないままであった。三木はこの予算案に加え，そもそも行政協定について未解
決，未決定を理由に政府が国会の場で十分に説明していないと受け止めており，「政府はかく国会
の審議権を無視し，自由党は自らの審議権を放棄した」として政府を強く批判するのである70。
――
さらに三木は，日本国憲法との関係から行政協定を批判している。緊急時に米軍と警察予備隊が
共同して防衛すると定めた行政協定第24条によって，米軍と共同で行動をとればそれが「軍」と
なり「戦力」となるため日本国憲法第 9 条に反すると指摘する。三木は吉田が憲法を改正した時
と行政協定を調印した時で「戦力」の解釈を変えるのは「御都合主義」であり，吉田内閣が日本国
憲法を遵守していないと非難するのである。
行政協定は国会で承認すべきと考える三木は，共産党を除く野党各派に呼びかけ，自らが中心と
なって 3 月26日に「行政協定の国会承認に関する決議案」を提出した。その決議案の趣旨弁明に
立った三木は，決議案を提出した理由として 3 点をあげた71。
第 1 に，憲法第73条によって条約は国会の承認を必要としている点である。三木は，行政事務
をはかどらせるため，郵便，衛生などの国際約束を除き，あらゆる対外的約束ごとは国会の承認が
必要と主張する。行政協定が「その発動いかんによつては個人並びに国家の運命を左右するがごと
き，深刻にして重大な内容を含」むにもかからず，協定という名称のゆえに憲法第73条は適用さ
れないのは「まつたく三百代言的言いのがれ以外の何ものでもない」と糾弾する。
第 2 に，米軍の配備に関する條件を行政協定にゆだねると定めた日米安全保障条約の第 3 条の
規定から行政協定の内容が逸脱している点である。緊急非常時に米軍が出動する共同措置や米軍が
個人として動く場合の裁判管轄権に関する規定は，委任を超越していると三木は指摘するのである。
第 3 には「政治上の理由」である。三木は，政府が安全保障に関する交渉で「国会を軽視し，
国民のあることを忘れて，独善と秘密外交に終始して」おり，国民には意見を述べる機会がなく，
「国会の外交に対する審査権はまつたく蹂躙され」ているとして，国会で十分議論するよう求めた。
その上で，行政協定は「日本の国民の運命に関係する重大な問題であ」るとして国会における承認
を必要とすべきと主張するのである。
決議案そのものは与党の反対多数により否決された。また，行政協定自体が批准を必要としない
形式で締結された国際約束であり，仮に決議案が可決されたとしても協定の発効に影響を及ぼすこ
とはそもそもなかった。それでも三木は行政協定の問題点を指摘して，存在感を示したのである。
おわりに
本稿では国民民主党期の三木武夫について検討した。本稿で明らかになった点を確認する。
第 1 に，国民民主党の結成について，1949年 1 月の総選挙で国民協同党が惨敗すると，三木は
中道勢力を結集した新党の結成を模索する。その際，結成の交渉対象となったのは民主党と小会派
であった。これらに加えて，三木は占領初期から重視していた社会党右派勢力との提携も模索し，
新党に参加させようとした。しかし，社会党右派の参加は見込めず，新党への参加を見送る小会派
もあり，結局民主党と国民協同党が中心となって国民民主党が結成された。その結党にあたり，三
木は国民協同党にあって新党を推進する側にあり，民主党との交渉や新党への参加に消極的だった
議員の説得にかかわった。
――
第 2 に，講和問題と安全保障問題に関して，国民民主党が結成される以前から，講和について
三木は全面講和が望ましいと考えていた。また，日本の安全保障問題については，自主防衛が最善
であるとしながら，財政上の問題や周辺国の猜疑心，さらには日本国憲法との関係から，日本が安
全保障問題を主体的に判断するのは困難としていた。その代わりに，国連に依存した日本の防衛を
訴えた。しかし，講和問題でも安全保障問題でも自らの見解を変化させた。講和問題では1951年 1
月に国民民主党が単独講和に転じたことを受け，三木も単独講和を主張するようになる。また日本
の安全保障問題についても，単独講和によって共産主義陣営が日本の国連加盟を認めない公算が高
いことから，日米安全保障条約による日本の安全保障に賛成するようになった。
今ひとつ強調したいのは，国民民主党期において三木が自らを保守と規定していない点である。
保守と革新を分けるのは講和問題への対応であり，単独講和ならば保守，全面講和ならば革新と分
類される72。この区分によるならば，単独講和に傾倒した国民民主党に所属する三木も保守に属す
ることになる。しかし，国民民主党期において，三木が自らを保守政治家と規定することはなかっ
た。同党の革新派に所属した三木は，国民協同党時代から引き続き中道政治を志向していたからで
ある。そうした三木のスタンスは占領後に徐々に変化していくことになる。占領後の三木について
は別稿に譲りたい。
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